
聖路加看護学会誌　Vol.16 No.1 January 2012

- 35 -

はじめに

看護師の業務拡大，裁量権の拡大は長年の懸案であ
る。本来，医療での必要性，あるいは安全性，質の向上
の視点での議論が中心となるべきであるが，残念なこと
に社会的には業務の増大による医療現場の疲弊など，医
師不足の議論の中で取り上げられる場合が多い（厚生労
働省，2010b）。
麻酔科学の歴史は浅く，またこれまで看護師の主体的

な関わりが限られた領域である。手術室内でも，手術室
勤務の看護師による麻酔科医の診療補助は限られてお
り，専ら外科手術そのもの，あるいは外科医に目が向け
られてきた。一方で米国特有の麻酔看護師制度が断片的
に取り上げられるためもあり，日本の医療で看護師が麻
酔科医療に果たす役割は大変分かり難い。そのような
中，2010年４月に新たに開講した聖路加看護大学（以下
本学）修士課程の周麻酔期看護学は，麻酔科医と協働し
て麻酔の安全と質の向上を目指す本邦で最初の周麻酔期
看護師養成課程である。その背景と教育を概説したい。

麻酔科医の役割

麻酔科医が，手術室内で麻酔をかけることで，患者を
眠らせたり（鎮静・意識喪失），痛みをとったり（鎮痛），
動きを抑えたり（筋弛緩），そして外科的侵襲による有
害反応から身体を護り，外科医が手術を行いやすいよう
に補助する役割は良く知られている（Miller, Eriksson,

＆ Fisher, 2009）。しかし，麻酔科医の本質が，総合診
療を行なう内科医に近いことは余り知られていない。
麻酔をかける際には，呼吸・循環・中枢神経・代謝の

生命維持機能のほぼ全てを人工的な制御調節下におく必
要がある。麻酔の間は，まさに患者の生殺与奪権を委ね
られるのであるが，それを適切に遂行するためには，全
身の機能や病態の総合的掌握が必要であり，これはまさ
に急性期医療の総合診療内科医である。

麻酔科医療の歴史

全身麻酔のはじまりは1835年の華岡青州による麻沸散

投与下の乳がん手術であるとも，1846年のMortonに
よるエーテル麻酔下の頸部腫瘤剔出ともいわれている
が，本邦で麻酔科が独立した診療科として機能しはじめ
たのは，戦後のことである（Rushman, Davis,＆ At-

kinson, 1999；Ikeda, 2007）。それまで外科手術は麻薬
の投与，局所麻酔あるいは脊椎麻酔で行われ，手術を遂
行するために必要な処置も執刀外科医が担当し，外科医
が手術に集中する間は，外科医を助ける助手，看護師が
患者の世話をした。この歴史的な流れはそのまま現在の
米国麻酔看護師制度につながっている。
外科医の最大の関心事は手術であり，そこで働く看護
師の関心も当然外科医の指示や手術進行であった。手術
が高度化，複雑化されるにつけ，患者看視が疎になりか
ねず，患者の快適性や生命の安全が意識しなくとも二の
次となりかねない。こうした仕組みは，残念ながら現在
のわが国の医療の中でも根強く残っており，医療事故の
温床の一つになっている。
麻酔が外科医の片手間の仕事ではなく，医師の専門領
域であることが認識され，1952年，本邦で最初の麻酔科
学講座が東京大学に開講された（Ikeda, 2011）。1961年
には，日本麻酔科学会が医師の専門医制度としては日本
で最初となる，日本麻酔科学会認定麻酔科指導医制度を
発足させた（日本麻酔科学会，2011）。その後1965年に
旧厚生省医務局長通達により，これも診療科としては最
初の麻酔科標榜医制度が作られることになった（厚生
省，1960）。
制度が整備されたとはいえ，本邦では法的には医師で
あれば誰でも麻酔がかけられ（現在でも），首都圏の大
学病院であっても外科医が麻酔を行う場合（通称各科麻
酔）も知られている。麻酔は麻酔科専門医が担うべきと
いう社会的な認識が定着しはじめたのは，1999年横浜市
大事件などを経たこの10年程のことである。それでも現
在のわが国では，内視鏡等の検査や外科処置で，鎮静薬
や時には麻酔薬までが使われながら，術者とは別に専ら
患者を観察，評価し，必要時に適切な対応ができる者が
いない“処置鎮静”といった麻酔まがいの危険な状態が
野放しである（読売新聞，2011）。
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麻酔科医の抱く日常的懸念

一般に手術が行われる際には，器械出し （scrub nurse）
看護師と外回り（circulating nurse）看護師が手術の手
助けをする。そのどちらの看護師も，伝統的に外科医の
業務支援に向けての役割は果しているが，麻酔科医の業
務，すなわち患者の安全と安心の確保に向けての業務支
援に目が向けられることは例外的である。その結果，多
くの麻酔科医が単独で仕事をする状況が常態となってお
り，患者の生体情報（バイタルサイン）の確認もさるこ
とながら，投薬や医療機器の操作で，異なった目による
二重の安全確認すら行えない状態である。そして麻酔科
医は終日手術室内にとどまることになり，術前評価や説
明，術後の疼痛管理などに十分な時間が割けないことは
患者にとって不幸であると同時に，麻酔科医の日常の大
きな懸念源である。
加えて近年，疼痛管理，生命維持，リスクマネージメ

ントの専門家としての麻酔科医の仕事は手術室内にとど
まらず救急医療から緩和ケアの領域にまで及んでおり，
ますます一人の患者に十分な時間をかけることが難しく
なっている。そうした中，麻酔を理解し，麻酔科医を支
援し，患者の心に寄り添った対応ができる看護師の存在
は，何より麻酔を受ける患者の立場からみても福音であ
る。そして，現在野放し状態の鎮静下検査処置での患者
安全にも貢献する。

周麻酔期看護学

周麻酔期とは，麻酔前，麻酔中，麻酔後の過程全体を
含む期間を指す言葉であり，一般的に言われる周術期と
同等な意味を持つ。ただ，周術期が外科手術や外科医中
心の医療を想記させるのに対し，周麻酔期はより麻酔，
麻酔科医を中心においた概念である。従ってここで述べ
る周麻酔期看護師は，手術室の外回り看護師の業務のイ
メージとは大きく違い，手術室内の業務に限らず，麻酔
科医の関与する手術室外の幅広い麻酔科医療業務を看護
師として補助することで，患者の安全安心と医療の質を
高める役割を担う。
米国には既に周麻酔期看護師（perianesthesia nurse）

が存在し（米国周麻酔期看護師協会，2011），その職能
集団もあるが，当課程が目指す周麻酔期看護師とは趣を
異にしており，専ら麻酔前と麻酔後（回復室業務）を担
う役割を持っている。米国では以前から麻酔中の業務に
関しては麻酔看護師（以下 CRNA）制度があることか
ら（米国麻酔看護師協会，2011），手術中の業務を除く
形になっていることが米国特有の形態である。
米国の看護師制度は，一律の国家試験で職務を規制し

ているわが国とは異なる面が多い。手術室内の業務に
限っても，専ら外科医の手術補助をする Surgical as-

sistantには，医師や看護師以外の職種を背景とした医

療者が含まれる。また，専ら麻酔科専門医の監督の下で
麻酔業務を担当する Anesthesiologist Assistantとい
う，看護師ではない職種も存在する（米国麻酔アシスタ
ント協会，2011）。

麻酔看護師

わが国では，1965年７月，旧厚生省医務局医事課長名
で，「看護師が，診療補助の範囲を超えて，業として麻
酔行為を行うことは医師法違反」との通達が出されてい
るが，あくまで診療補助を超えた内容に関した通達であ
る。米国の CRNAが医師とは独立して，麻酔中の医療
をいわば医師の代わりに行うことを目指しているのに対
して（米国麻酔看護師協会，2011），本学の「周麻酔期
看護師」は，看護師としての役割を基本にし，麻酔科専
門医の指示で働くことは大きく異なるところである。
CRNAは米国独特の形態であり，隣国のカナダや英国，
ドイツなどにもなく，世界的に例が多い訳ではない（米
国麻酔看護師協会，2011；英国保健省手術部門技士，
2011）。

周麻酔期看護師の教育

手術麻酔をかけることだけが目的でない周麻酔期看護
師であるが，適切に麻酔科医を支援し，患者と情報が共
有できるためにも，一般的な全身麻酔が行えるレベルの
知識と技量は習得する必要がある。２年間の修士課程の
中で，全身の身体状況の体系的な評価，特定の疾病の病
態生理，麻酔に関わる臨床薬理学など，臨床看護師とし
て習得の機会が少ない，麻酔に特化した深い学習の機会
が与えられる。幸い近年発達した高機能生体シミュレー
タを活用することで，広範囲な臨床体験を模擬体験する
ことが可能になっている。加えて，既に医師の業務補助
が認められている看護師であることを生かし，聖路加国
際病院麻酔科との協力を得て，日本麻酔科学会認定麻酔
指導医の直接の監督の下で，人工気道挿入も含めた全身
麻酔管理の実地臨床研修を行う体制を整え実行してい
る。患者，そして医師，特に現場の臨床麻酔科医からの
評価は高い。

（仮）特定看護師制度との関係

2010年２月の，厚生労働省「第10回チーム医療の推進
に関する検討会」（座長　永井良三東大教授）（厚生労働
省，2010a）の提言を受ける形で開始された，チーム医
療の推進会議（厚生労働省，2011）での（仮）特定看護
師制度の議論であるが，制度そのものの方向性が未だ
（2011年11月時点）明確ではない。
本学の周麻酔期看護課程では，養成調査試行段階であ
ることを踏まえ，安全面の課題の克服や学生の履修状況
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などを厚生労働省に報告する必要があるものの，「診療
の補助」に含まれるかどうかが不明瞭な行為の実習も可
能とするという前提での（仮）特定看護師養成調査試行
のモデル事業（厚生労働省，2011）に参加し，臨床麻酔
実習を行うこととした。
さて，標記検討会の看護師の役割の拡大についての素案

（厚生労働省，2010a）によると，「医師の包括指示」に
よる特定の医行為を認めることを目指しているとされ
る。しかし生命の危機に直結する麻酔科医療の実習は，
現行の保健師助産師看護師法の中で，「医師一般の包括
的指示の下で特定の医行為を看護師に拡げる」，という
範疇には属せないと判断し，「日本麻酔科学会認定の麻
酔科指導医の直接的な指示」の下での診療補助業務を行
うこととした。
周麻酔期看護学での臨床実習で重要なことは，麻酔科

専門医の直接指示のもとでの実習であり，「医師一般の
包括的指示」によるものではないことである。本学の周
麻酔期看護課程の実習では，その最高ランクの麻酔科指
導医（日本麻酔科学会，1999）の直接的な指示の下と規
定し，実際の全身麻酔管理にあたっても，連続的な胸聴
診器使用による呼吸循環モニターを必須（Steward, Le-

rman，2005）とするなど，患者の安全確保の基礎の遵
守を明確にした。そして今後，実際の臨床麻酔業務補助
を考える際にも，現状の２年間の修士課程の教育を考慮
すると，当面は日本麻酔科学会認定の麻酔科専門医の指
示の下での業務に限定するのが適切であると考えている。
（仮）特定看護師制度が，仮に医師の「包括的指示」
により自律的に特定医行為を実施させる職種と限定され
るならば，麻酔科医の具体的な「直接的指示」が不可欠
な麻酔業務は（仮）特定看護師の業務領域としては不適
切ということになる。

結論

聖路加看護大学の周麻酔期看護学課程は，現在本邦唯
一の麻酔に関わる看護の上級実践コースであり，また
（仮）特定看護師養成調査試行事業に関わる課程である。
（仮）特定看護師制度の行方は現時点で不透明であり，
大海に浮かんだ小舟のように，看護界，医療界のさざ波
にも揺れ動かされている。しかし，看護師として麻酔医
療に関わる周麻酔看護師の存在は，患者にとっても麻酔
科医にとっても福音であり，それは時代の要請でもあ
る。本学での適切な教育課程の導入を，これからの看護
師の職能拡大の一つの方向性の端緒にしたい。
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